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（成果報告書記載ﾍﾟｰｼﾞ）
現状と課題 H30年度の取組状況 成果 今後の課題と対応策

①自立支援、介護
予防、重度化防止

【フレイル予防事業】
〇高齢者が要介護や要支援状態に
なることを予防するには、「しっかり
食べる」「しっかり運動する」「社会参
加する」の３つの要素にバランスよく
働きかけを行うことが重要。（計画
P34）

○市民サポーターであるフレイルサポーター
を養成することを目的としたフレイルサポー
ター養成講座を開催するとともに、フレイル
チェックを実施した。

〇フレイルサポーターの養成講座の回数
　あわら市　1回（ｻﾎﾟｰﾀｰ計21人）
　坂井市　　1回（ｻﾎﾟｰﾀｰ計42人）

〇フレイルチェックの実施回数
　あわら市　 3地区5回　参加延べ人数67人
　坂井市　　6地区12回　参加延べ人数217人

【◎】
前年度にフレイルサポーター養成やフレイ
ルチェックのスキル向上を行ったことで、当
該年度においては、フレイルサポーターが
自身を持ってフレイルチェックに取り組める
ようになった。

【〇】
フレイルチェックに繰り返し参加された方の
状態に一部改善が見られており、継続実施
の効果が生じているものと考える。

【◎】
フレイルチェックを担う市民フレイルサポー
ター自身の活動が社会参加となっている。
フレイルサポーター自身にもサポーターとし
ての活動に対して喜びややりがいが芽生
え始め、自身の介護予防にも大きく寄与し
ている。

〇市民啓発を呼び水として、フレイルチェックへ
の参加に繋げることができるよう、市民に対する
フレイルの知識啓発を図ることが必要。垂直展
開であるフレイルチェックを計画どおり進めると
ともに、水平展開である住民周知の取組を今後
強化していく必要がある。

〇今後の施策案
・ケーブルテレビ等のメディアを活用した普及
・老人会や自治会等との連携による地域に根差
した普及　等
・フレイルサポーターによる寸劇など、サポー
ター自身も楽しんで取り組めるフレイルチェック
の実施　等

①自立支援、介護
予防、重度化防止

【地域リハビリテーション活動支援事
業】
〇要介護等の軽減または悪化の防
止の推進には、機能回復訓練のみ
ならず、要介護者等の生活機能向
上や活動的で生きがいを持てる生
活環境の調整等、バランスの取れた
アプローチが必要。（計画P30）
〇地域における介護予防や介護状
態の維持・改善の取組強化が必要。
（計画P36）

○上半期において、理学療法士、作業療法
士及び言語聴覚士のほか、看護師、管理栄
養士、薬剤師、歯科衛生士等のリハ専門職
が在宅等における要介護者等のアセスメント
等に関与する仕組み（地域リハビリテーショ
ン活動支援事業）を多職種間で検討・構築し
た。

○下半期においては、上記で構築した地域
リハビリテーション活動支援事業の運用を開
始した。

○専門職の派遣回数
　あわら市　1回
　坂井市　5回

【○】
地域リハビリテーション活動支援事業の構
築に当っては、地域のリハ職等との協議に
より十分な検討を行ったことで、関係機関
の事業コンセンサスを形成することができ、
スムーズに事業をスタートすることができ
た。

【△】
リハビリ専門職等との協議に時間を要した
ため事業開始が遅れたこと及び事業周知
の不足等の影響により、専門職種の派遣
回数が目標に達しなかった。

○多職種により構成された坂井地区在宅ケア推
進連絡協議会において地域リハビリテーション
活動支援事業に対する意見等が出されたことを
踏まえ、次年度に事業見直しを行う。意見は以
下のとおり。

○制度を活用しやすいよう事業対象者の見直し
が必要

○適切なアセスメントや評価の実施のため、年
間１回に限定されていた派遣回数を複数回の派
遣を可能とする見直しが必要
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①自立支援、介護
予防、重度化防止

【高齢者の就労支援事業】
〇年々増加する介護ニーズに対応
するには、新たな介護の担い手の確
保と育成が急務。多様な人材確保
のため、元気高齢者等の介護サー
ビス等事業者への就労を支援する
必要がある。（計画P32）

〇訪問介護事業に従事する人材の確保に
関する課題共有や施策検討の基礎資料とす
ることを目的とした「坂井地区訪問介護員従
事状況実態調査」を実施した。同調査によ
り、坂井地区における訪問介護員の従事状
況及び課題を把握した。

〇広域連合が指定する研修を受講すること
で事業従事できるよう、総合事業の訪問型
サービスAの従事要件を緩和した。

〇上記を踏まえ、当広域連合主催の高齢者
等を対象とした訪問サービス従事者研修会
を開催した。

〇高齢者等を対象とした訪問サービス従事
者研修会の開催回数　1回

〇研修の受講人数　12人

【〇】坂井地区訪問介護員従事状況実態調
査の結果、訪問介護員の高齢化、雇用側
と訪問介護員に労務上の課題に関する認
識に差異がある等の課題が分かった。

【〇】
介護保険サービスの新たな担い手として企
業等を退職した高齢者等を訪問介護員とし
て養成できたことは意義があると考える。

〇坂井地区訪問介護員従事状況実態調査を踏
まえ、地区内の介護保険事業者組織である
「ネットワークさかい」と連携した職員の育成や
労働環境の改善を目的とした研修会の開催等
により訪問介護員にとって働きやすい職場環境
の実現を目指す。

〇高齢者は支えられる立場だけではなく、支え
る立場として活躍することができるよう、介護現
場の新たな担い手を養成するスキームを構築す
る。（例：社協、シルバー人材C等との連携）

〇訪問介護事業所としては、対象事業が総合事
業の緩和サービスに限定されることから、フルタ
イムでの雇用に難色を示すことがある。そのた
め、雇用する側と雇用される側のミスマッチが生
じ、雇用に至らないことが想定される。

〇上記については、生活援助従事者研修を受
講することで、要介護者に対する生活援助が可
能となる。そのため、県との連携により、元気高
齢者等が就労可能となるフィールドを拡げること
で、雇用する側も雇用される側にもメリットが生
じると考える。
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②介護給付等費用
の適正化

【ケアマネジメント等の適正化】
（現状）
これまで実施率の低かったケアプラ
ン点検について、平成29年度より点
検の手法、人員配置を確立させ、管
内居宅介護支援事業所全てを訪問
し、点検実施。

　
（課題）
〇継続的なケアプラン点検の実施
〇効果的なケアプラン点検及び事
業所の実態把握の継続
〇ケアプラン点検体制の充実及び
強化
（第4期適正化実施計画P17）

〇ケアプラン点検実績　　　　　　　　　【面談
点検】　　　　　　　　　　　　　　（居宅介護プラ
ン）　　　　　　　　　　管内全ての事業所のケア
プラン点検を実施した。35事業所
ケアプラン点検数：35事例×2（点検前後の
ケアプラン点検）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（介護予
防プラン）　　　　　　　　　　　　各構成市で開
催の予防支援計画検討会議へ出席・助言し
た。
あわら市：22回　　79事例　　　　　　　　坂井
市：　19回　136事例　　　　　　　　居宅へ委託
分：　　1事例
　

【書面点検】
Ｈ29年度に導入した適正化の独自システム
を活用し、必要性の確認を有するサービス提
供の確認を書面上で担当ケアマネジャーに
対しヒアリングした。
送付件数：171件

　

〇職員の研修受講実績　　　　　　　　Ｈ
30.6.14～15　　　　　　　　　　　　　　　　　　「介
護保険担当職員のためのｹｱﾌﾟﾗﾝ点検のﾎﾟｲ
ﾝﾄ」　1名受講　　　　　　　Ｈ30.10.10～11
「介護給付適正化事業と地域包括ケア構築
の重要性」　2名受講

【◎】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　数
値目標に掲げる通り達成。
　
Ｈ29年度からH30年度管内全ての居宅介
護支援事業所のケアプラン点検を実施した
ことにより、下記のような改善が見られた。
・国が示す課題分析標準項目の２３項目の
情報収集はほぼ実施できていた。
・アセスメントの重要性について理解し、ア
セスメントシートを見直す事業所が多数
あった。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
点検後に提出する事後のプランにおいて、
具体的な利用者の意向や個別性のある目
標等があがってきた。
　
【◎】
H30年度は、面談方式のケアプラン点検に
加え、書面上での点検を実施した。そのこ
とにより、ケアプランに必要性（サービス提
供の根拠）を位置づけることの認識が広
まった。また、1件のヒアリングによりそのケ
アマネジャーが担当する他の事例のケアプ
ランへも牽制・波及効果が見られている。

【◎】必要な研修を受講することで、知識の
向上につながった。
　

【Ｈ29年度の課題の主な事項】
・情報収集（国が示す２３項目）が不十分。アセ
スメントが単なる情報収集にとどまり、情報の整
理・分析にまで至っていないため、的確な課題
抽出となっていない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｈ29年
度からH30年度管内全ての居宅介護支援事業
所のケアプラン点検を実施したことにより、左記
のような改善が見られた。しかしながら、アセス
メントにおいて、現状の困りごとの把握に終始し
ており、その要因や背景を分析できていない等
の課題がまだまだあるため、引き続き情報収集
した後の課題の整理・分析の不十分さへの支援
が必要と考える。Ｒ１年度以降はそのような課題
に対してケアプラン点検や研修等で引き続き支
援していく。

また、ケアプラン点検を実施してきたことで成果
が見えた事業所は今後面談方式は数年に1回と
し、書面点検を年1回実施していく。面談方式の
事業所を年間あたり減らした分、今まで実施で
きていなかった小規模多機能型居宅や看護小
規模多機能型居宅、地域包括支援センターへ
のケアプラン点検を実施していく。
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②介護給付等費用
の適正化

【ケアマネジメント等の適正化】
（現状）
平成29年度より管内居宅介護支援
事業所全てを訪問し、ケアプランの
点検と業務実態把握を行った。介護
保険の基本理念である「自立支援」
の考え方が、年１回の数時間のケア
プラン点検のみでは十分な共有がさ
れない。また、利用者や家族側にも
「自立支援」の考え方が浸透してい
ない現状があった。
　
（課題）
〇居宅介護支援事業所、地域包括
支援センターのケアマネジャーへの
マネジメントの質の向上を目的とし
た研修等支援
〇ケアマネＳＡＫＡＩと連携によるケア
マネジメントの質の向上の推進
〇適正化パンフレット等による普及・
啓発、意識の向上
（第4期適正化実施計画P17）

〇ケアマネジャー向け研修等実績　　　研修
開催回数：5回　　　　　　　　　　　　　①4/16
「介護認定調査研修」
②8/18「介護保険制度改正が意味する自立
支援型ケアマネジメントとは」
③9/22「ＳＡＫＡＩ式事例検討会～事例を読み
取れる力作り」
④12/15　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑤
3/9（2回シリーズ）「ケアマネジメントプロセス
におけるインテーク・アセスメントに関する研
修」

ＳＡＫＡＩ式事例検討会回数：6回
　

〇適正化パンフレット等作成　　　　　「介護保
険サービスの正しい使い方」を作成し、居宅
介護支援事業所に配布した。
また、当地区の広報に適正化に関する記事
を掲載した。

【◎】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ケ
アマネジャー向け研修に関しては、目標通
り実施できた。また、研修の内容について
も、ケアプラン点検より見えた課題（自立支
援に関する理解、利用者像や課題に応じ
た適正なアセスメント実施が不十分。）に対
する内容で実施した。
ケアマネＳＡＫＡＩと連携し、ケアマネジメント
の要であるアセスメント力の向上を目的に
事例検討会にも協力した。

　

　
【◎】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　目
標通り達成。ケアプランに必要性を位置づ
ける居宅介護支援事業所のケアマネ
ジャーへまずは説明用として各１部配布し
た。　また、各市、地域包括支援センター等
窓口に設置した。
適正化に関する記事をH30.10.15発行の広
報に掲載した。

ケアプラン点検と併せて、前年度の点検から見
えた課題に対する研修を企画、実施していく。

　

　
また、アセスメント力の向上のためには繰り返し
事例を積み重ねる事も大事であるため、ケアマ
ネＳＡＫＡＩと連携し、定例の事例検討会の継続
を求め、協力していく。
　

　

パンフレットの内容見直しや増刷をし、更なる普
及・啓発を図っていく。　　　　　　　　訪問介護事
業所等サービス事業所へも配布を検討してい
く。


